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－“見える化”の時代の公会計ガバナンスー

自治体の経営改革



自治体の仕事の「見える化」の例（家庭ごみ収集）
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家庭系ごみのうち普通ごみ収集での状況
資料:

 

大阪市環境事業局調べ(2005年)
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必要水量（H32）

浄水場の規模と単価の比較(大阪府と大阪市)(2009年ベース)
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今後の水需要のトレンドをもとに推測すると、
府市合計（１日最大給水量）で「Ｈ32　297万㎥」、「Ｈ42　270万㎥」となる

33万㎥ 180万㎥ 45万㎥ 20万㎥

浄水場の施設能力削減可能
（170万㎥うち庭窪52万㎥）

80万㎥ 118万㎥
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（358万㎥）（278万㎥）（258万㎥）（213万㎥）

施設能力
３０６万㎥

総施設能力 476万m3

(1日最大給水量
(2009年)303万m3)

浄水場の施設能力削減可能
(170万m3のうち庭窪52万m3)

注)

 

今後の水需要のトレンドを基に推測すると、府市合計(1日最大給水量)で2020年には297万m3、2030年には270万m3となる見込み

施設能力 306万m3
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大阪市営地下鉄の収支分析（2011年度ベース）

3

*1

 

固定資産税、都市計画税、事業所税、事業税

 

*2

 

民間企業会計置換時に退職給与引当金(過去分)が別途発生(2012年3月試算841億円)
*3

 

2010年度企業債残高6,502億(平均金利2.7％)を長期2.0％短期1.0％に借換えたと仮定
*4

 

投資額に占める改善余地の比率を減価償却費に掛けて試算

 

*5

 

別途、当年度利益に法人税がかかる
*6

 

2020年度までの乗車人員減推計による運輸収益減少の影響

改革と民営化の期待効果 その他の要因



自治体の公営企業と民間企業の資金調達コスト比較
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注1)

 

資金調達コストは支払利息/年度末有利子負債残高により算出。

注2)

 

公営企業については「企業債」「再建債」「一時借入金」を有利子負債に包含。全公営事業の法適用企業を対象

資料:

 

各社公表資料、公営企業年鑑(総務省)

民間の公益企業との比較
(%)

民間不動産企業との比較
(%)
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基本方針

自治体への民間経営手法の普及

例 示

①

 
計画から評価へ 政策評価、数値目標、「見える化」、

 バランススコアカードなど

②

 
官から民へ 民営化、独法化、市場化テスト、指

 定管理者制度、PFI、PPP、コンセッ

 ション

③

 
国から地方へ

⇒制度改革

市町村合併、機関委任事務廃止、

 三位一体改革、権限委譲、都区制

 度の対象拡大、道州制検討

④

 
スリム化、効率化

⇒永遠の（？）行革（年度やりくり）

ゼロシーリング、一律削減、退職者

 不補充、採用抑制など

経
営
改
革
手
法

経
営
改
革
手
法

伝
統
的
手
法

伝
統
的
手
法



P/L課題

B/S課題

「行政経営」は第２ステージへ
 ＝フロー管理（単年度、庁内、事務事業効率改善）+ストック経営

 （経年、地域、価値追求）
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①投入と

 
分配

 

①投入と

 
分配

②使われ方②使われ方

③回転率の

 
向上

 

③回転率の

 
向上

④資産価値

 
の維持と

 
向上

 

④資産価値

 
の維持と

 
向上

フローフロー

ストックストック

行 革行 革



 

公共事業予算削減


 

公務員削減


 

給与見直し

 

など



 

費用対効果


 

政策見直し

 

など



 

施設稼働率向上


 

廃止、売却、民営化

 
など



 

用途転換や高度化


 

維持管理など



1人当たり県民所得の推移（万円）
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出所:

 

内閣府HP「県民経済計算」基に筆者作成
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出典:

 

2005年の高齢者人口については、総務省統計局「平成17年国勢調査第1次基本集計(確定値)」
2025年の高齢者人口については、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口(平成14年3月推計)」

全
国

546,213人(2005)

738,872人(2025)

全国平均

2025年度の高齢者数

2005年度(同)



市民1人当たりの地方債残高
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168
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97

57

都府県分

市役所(24区)分

(万円; 四捨五入;

 

2008年)



540

602

285

148
179

214

東京 大阪 ニューヨーク シカゴ ロンドン ストックホルム

住民1人当たりの自治体資産規模比較*
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*

 

広域自治体の資産規模/広域自治体の人口+基礎自治体の資産規模/基礎自治体の人口
**

 

1$=¥100、￡1=¥140、SEK1=￥12.4として計算
資料:

 

各都市ディスクロージャー資料

(万円; 2009)



大阪都構想＝集権化、民営化、分権化
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現 行 大阪都構想

新たな

 
府庁

市
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処理

etc.

自治体としての

 
区役所を構築

 
(大阪市内8～9

 
個)

現業部門は

 
別法人化

広域行政の司令塔機能
•

 

交通、経済など
•

 

国からの権限移譲(電力

 
エネルギー、環境水資源

 
など)
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人口1人当たり予算と人口の関係
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H23当初予算

 
区裁量予算
(千円)

人口
(人)

人口
(人)

H21決算額
(千円)

平均
1,900円/人

平均
37.1万円/人

東京23区大阪24区



「P/L管理」だけでなく、「B/Sマネジメント」が必要
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P/L

財政から財務へ

B/S



 
収入

‒

 
広告収入

‒

 
増税



 
支出

‒

 
予算削減

‒

 
人員抑制



 
資産

‒

 
アセットの組み換え

‒

 
PRE/GRE*



 
債務

‒

 
資産の最適配置（転用

 、貸借、売却など）

‒

 
調達手段の多様化

* Public Real  Estate, Government Real Estate
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